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2020 オリンピック・パラリンピック競技大会が成功裏に開催されましたことにお祝いを申し上げます。また、新型コロ

ナウイルス蔓延にかかわる数々の課題に対し、知事が不断の努力を傾けられていることに敬意を表します。さて、東

京 2020 大会が終了したこの時点におきまして、私たちは、日本と東京に対して、世界規模の重要事項に焦点を当

てられるよう改めて求めます。すなわち、アフリカゾウを保護するための、東京都による象牙取引政策および違法な象

牙取引を排除する措置の確立についてです。  
 

「象牙取引規制に関する有識者会議」が 2020 年 1 月に設置された際、私たちは、東京が日本政府よりも踏み込

んだ対処を目指す方向にあるとの希望を持っておりました。しかし、その会合が新型コロナウイルス蔓延のために数

度にわたって延期された末にようやく東京都が発表した 2021 年 6 月の措置は、内容が乏しく、極めて失望させられ

るものでした。東京 2020 大会の開催は、圧倒的な国際的関心を集め、東京がゾウを守るために象牙市場を閉鎖せ

んとするメッセージを力強く発信する重大な機会でした。しかし、東京はその機会を逸してしまったのです。 
 
 東京都が、象牙製品の小売業者に対して輸出の違法性について教育するという「新しい」キャンペーンは、この問

題に取り組むために必要とされる最低限の手段にも程遠いものであって、その本質は過去に国が実施した普及啓発

キャンペーンの焼き直しに過ぎません。環境調査エージェンシー（EIA）とトラ・ゾウ保護基金による調査は、多くの象

牙小売店が、象牙輸出の違法性を知りながら、それを海外へ持ち出すことがわかっている顧客に象牙製品を売ろうと

したことを証明しました。その他にも、ワイルドエイド（WildAid）とトラ・ゾウ保護基金による調査の結果は、東京の象牙

取引業者が中国人顧客をターゲットにしていることを明らかにしています。中国における象牙需要が減少しつつも根

強く残っていることを考えれば、これら把握された事実は極めて憂慮すべきものです。WWF と Globescan の調査に

よれば、日本への中国人旅行者の 19%が象牙を購入することを意図して来日し、推定 12％が、ほぼ母国へ持ち帰

ることが違法だと知りつつ、これを実行していました。東京へのインバウンド旅行者の中国人旅行者の占める割合の

高さを考えれば、抜本的な対策の実行が緊急に求められます。 
 

30 を超える NGO, 保全生物学および法律の専門家、様々な外国政府およびそのメンバーを含む数多くのステー

クホルダーが、東京に対して象牙の国内市場を閉鎖するために行動するよう訴えてきました。東京 2020 大会が開催

される中、元米国国務長官であるヒラリー・クリントンとジェームズ・ベイカー3 世の両氏は、連名で東京都に親書を送

り、次いでワシントン・ポストに波紋を呼ぶ意見を投稿、日本はいよいよ象牙販売を止め、グローバル・リーダーとして

の名誉を守るべきだと訴えました。脅かされるゾウの生息国であるアフリカ諸国、たとえばアフリカゾウ連合からも同旨

の訴えが相次ぎましたが、その要望は無視されてきました。東京都の有識者会議の何人かのメンバーも、東京は都

内における市場閉鎖に向けた手段をとることができるし、とるべきであると提案してきました。 
 

国際的な影響力を持つステークホルダーの訴えにもかかわらず、これまでのところ、東京と日本はその意を酌んだ

行動をほとんどとっていません。新型コロナウイルス禍で多くの事が保留になる一方、密猟者たちが活動を止めること

はなく、ゾウは象牙の需要に応えて違法取引に供される象牙の供給のために殺され続けています。国際自然保護連

合（IUCN）は、アフリカのゾウに対する絶滅の脅威のレベルを上げ、アフリカサバンナゾウは「高い」から「非常に高い」

と変更され、アフリカシンリンゾウはこれとは別種とされるとともに、脅威のレベルは「極度に高い」とされました。ゾウを

その牙の取引から守るための緊急の行動は、優先事項として残されたままです。他の国および地域はその象牙市場

を閉鎖するための措置を継続して講じています。例えば、シンガポールの禁止措置は今年の 9 月に発効しています。

イスラエルも最近市場閉鎖のための厳しい措置を実行しました。合法市場は、違法な象牙の取引の隠れ蓑となり、需

要を刺激し、法執行と普及啓発を無力化し、象牙は望ましい製品であるというメッセージを発信するという意味で問題

なのです。これとは対照的に、市場の閉鎖は、象牙製品の販売は世界のどこでもタブーである、という明確なメッセー

ジを発信することになります。 
 

https://www.jtef.jp/willing_to_sell_jpn/
https://www.jtef.jp/tokyo-ivory-jp/
https://wwf.panda.org/?968516/Ivory-Consumption-Chinese-Travelers
https://www.washingtonpost.com/opinions/2021/07/26/elephant-ivory-japan-hillary-clinton-james-baker/
https://www.iucn.org/news/species/202103/african-elephant-species-now-endangered-and-critically-endangered-iucn-red-list
https://mothership.sg/2021/08/singapore-ivory-ban-2021/
https://cites.org/sites/default/files/notifications/E-Notif-2020-074.pdf


 
 

東京 2020 大会が終了したこの時点で、私たちは知事と東京都に対して、次のとおり提言させていただきます。 
• 有識者会議について、東京都は以下の点を実行すること 

o 国際社会から届けられた懸念に関する要約を作成し、次回会合前に有識者会議に回覧し、さらに、

一般に公表すること 
o 会議の議論においては、東京都が都内で象牙取引を制約するための具体的な政策的措置に焦点

を当てること。 
o 有識者会議委員に対し、その意見、把握した事実、提言に関する報告を 2021 年 12 月 31 日まで

に提出するよう求め、これを一般に公表すること。 
l 東京都議会で制定される条例によって、東京都内におけるほとんどの象牙の販売を禁止するための措置をとる

こと 
• 条例が施行されるに先立ち、都内での象牙販売が控えられるよう措置すること。 
• 国に対し、ワシントン条約決議 10.10（第 18 回締約国会議改正）に基づき、象牙市場を全国的に閉鎖する

よう提言すること 
• 象牙の違法な国内取引・輸出を阻止するため、警視庁による取締りを強化すること 

 
世界は、現在の生物多様性危機を念頭に、野生生物という私たちの宝を守るために団結しなければなりません。

そして、象牙を違法に取引するためのゾウの密猟を終わらせるべく、全ての国がその役割を果たさなければなりませ

ん。2020東京大会に世界の国々が一堂に会するよう招いたこの後は、東京都、そして日本が、将来世代のために世

界のゾウを保護すべく、 “do better and go further” を実践されるよう、改めてお願いする次第です。 
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https://cites.org/sites/default/files/document/E-Res-10-10-R18.pdf

